
令和２年度第３回一関市まち・ひと・しごと創生有識者会議 

日時 令和３年１月 20日（水）10：00～11：30 

場所 一関市役所 会議室棟１階 第１会議室Ａ 

次   第 

１ 開 会 

２ 協 議 

(1) 第２期総合戦略の数値目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）等について 

(2) 第２期総合戦略の構成について 

３ 閉 会 





第２期総合戦略における基本目標の数値目標（案）

項目 単位 H27 現状値 R3 R4 R5 R6 R7 設定理由

転出超過者数 人 466
644

(R1）
580 515 451 386 322

一関市人口ビジョン（令和2年10月改訂）の人口の将来展望において、令和12年（2030年）時点で転出超過者数をゼロとす
る目標を設定していることから、この目標を達成するために各年で減少させる目標数値としている。

10～30代の転出者数 人 2,018
2,053
(R1）

2,020 1,990 1,960 1,930 1,900 前述の転出超過者数の目標が達成できるよう、全転出者数に占める10～30代の割合から目標数値を設定した。

10～30代の転入者数 人 1,530
1,407
(R1）

1,450 1,490 1,530 1,570 1,600 同上

項目 単位 H27 現状値 R3 R4 R5 R6 R7 設定理由

出生数 人 710
549

（R1）
587 586 588 596 607 一関市人口ビジョン（令和2年10月改訂）の人口の将来展望における各年の０歳人口を出生数の目標数値としている。

合計特殊出生率 人 1.43
1.44

（H30）
1.50 1.53 1.57 1.60 1.63

一関市人口ビジョン（令和2年10月改訂）の人口の将来展望において、令和12年（2030年）時点で合計特殊出生率を1.96
にする目標を設定していることから、この目標を達成するために各年で増加させる目標数値としている。

項目 単位 H27 現状値 R3 R4 R5 R6 R7 設定理由

65歳以上人口に占める要介
護認定者の割合

％ 15.8
16.4

（R1）
16.4 16.5 16.7 16.8 17.1

令和２年度に策定する高齢者福祉計画において推計を行っている要介護認定者の割合より0.2ポイント少ない数値を目標
と設定している。

バス、電車、自家用車を使っ
て１人で外出している高齢
者の割合

％ －
76.2

（R1）
- 76.0 - - 76.0

自分で食品・日用品の買物
をしている高齢者の割合

％ －
82.9

（R1）
- 83.0 - - 83.0

市民1人当たりの市民セン
ター利用回数

回/年 －
4.23

（R1）
3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

地域拠点として位置付けている市民センター利用者数は、コロナ禍で減少している。令和元年度比2割減がおよそ3.0であ
るため、令和3年度以降もこの水準を維持する目標数値としている。

市民1人1日当たりの一般廃
棄物排出量

g/日 －
830

（R1）
827 822 817 813 808

廃棄物の減量化と資源化、再利用の推進を測る指標として設定したもの。人口減少に伴い、排出量の総量は減少するが、
市民1人当たりの排出量の削減する目標数値としている。

高齢者の「暮らしの維持・向上」を図るものとして、一関地方広域行政組合が３年ごとに実施する「介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査」のアンケート項目の結果を使用した。後期高齢者が増加する中で、令和元年度の調査の割合を維持する目
標数値としている。

【基本目標１】　地域の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまちを目指します。

【基本目標２】　結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育てに関わり、次代を担う子どもを育むまちを目指します。

【基本目標３】　生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能なまちを目指します。

■施策の基本的方向
 (1)地域経済の強化、(2)働く場の創出、(3)まちの賑わい創出、(4)新しい人の流れの創出

■施策の基本的方向
 (1)結婚の希望を実現、(2)出産の希望を実現、(3)子育ての希望を実現、(4)仕事と生活の調和

■施策の基本的方向
 (1)健康長寿の推進、(2)暮らしの維持・向上、(3)地域コミュニティの維持、(4)資源・エネルギー循環の推進

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№１】



基本目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）体系図

①基本目標 ②数値目標
③施
策№

④施策展開
の方向

⑤数値目標の
副指標

⑥分野
№

⑦施策分野 ⑧重要業績評価指標（KPI）

1-1-1 農林業の振興
・地産地消モデル店認定数
・農商工連携開発事業費補助金の活用件数
・市産材利用量

1-1-2 商工業の振興
・新製品・新技術開発件数
・市制度融資の新規利用者数

1-1-3 観光の振興
・観光客入込数
・外国人観光客入込数
・宿泊者数

1-2-1 雇用の創出
・事務系・ＩＣＴ系の企業誘致数

1-2-2
起業・創業の支
援

・起業応援講座受講者からの起業者数

1-2-3 産業人材の確保
・新規高卒者の管内就職率
・新規就農者数(親元、雇用就農含む）
・新規林業就業者数

1-3-1
中心市街地の振
興

1-3-2
地域のまちなか
振興

1-4-1 関係人口の創出
・いちのせきファンクラブの会員数

1-4-2 交流人口の増加
・合宿促進補助金を活用した団体数
・ニューツーリズム等による交流人口

1-4-3
移住・定住の促
進

・移住体験ツアー参加者数及びお試し移住利用者数
・若者等ふるさと就職支援事業補助金の対象者のう
ちUIJターン者

2-1
結婚の希望
を実現

婚姻件数/人口
千人（婚姻率）

2-1-1 結婚の支援
・結婚祝金交付件数

2-2-1
出産相談・支援
体制の充実

・両親学級参加者満足度
・産後ケア事業利用者数

2-2-2
経済的負担の軽
減

・不妊治療費助成件数

2-3-1
子育て相談体制
の充実

・電子母子健康手帳登録者数
・子育て相談件数
・育児支援教室参加者満足度

2-3-2
経済的負担の軽
減

・保育料免除となる第３子以降の数

2-3-3
子育て環境の充
実

・ファミリー・サポート・センター会員登録者数
・放課後児童クラブ登録者数

－ 2-3-4 教育環境の充実

・教員のICT活用を指導する能力
・地域や社会について考えている児童・生徒の割合
・英語で学んだことが将来役立つと考える中学生の
割合

2-4-1
家庭における理
解の促進

・男女共同参画講演会及び出前講座1回当たりの平
均参加人数

2-4-2
企業における理
解の促進

・次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」の
市内の認定企業数

・空き店舗への入居数
・商店街で実施するイベント来場者数

2-4
仕事と生活
の調和

地域経済の
強化

1-4
新しい人の
流れの創出

1-1

働く場の創
出

1-2

1-3
まちの賑わ
い創出

納税者１人当
たりの所得額

有効求人倍率

－

－2-2
出産の希望
を実現

2-3
子育ての希
望を実現

家事、育児等
の役割を夫婦
や家庭で協力
している割合

出生数に占め
る第2子以降の
割合

地域の稼ぐ力
を高め、仕事と
豊かな暮らしを
創出し、市内外
から人が集うま
ちを目指しま
す。

結婚、出産、子
育ての希望や
生活と調和した
働き方を実現
し、様々な人が
子育てに関わ
り、次代を担う
子どもを育むま
ちを目指しま
す。

・転出超過数
・10～30代の転
出者数
・10～30代の転
入者数

・出生数
・合計特殊出生
率

移住定住環境
整備事業等を
活用して移住し
た移住者数

基本目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）体系図

①基本目標 ②数値目標
③施
策№

④施策展開
の方向

⑤数値目標の
副指標

⑥分野
№

⑦施策分野 ⑧重要業績評価指標（KPI）

3-1-1 健康づくりの推進
・特定健診受診率
・特定保健指導実施率
・介護予防教室の活動団体数

3-1-2
いきがいづくりの
推進

・シルバー人材センター会員数

3-2-1 交通の確保

・拠点間を結ぶ路線バスの路線数
・デマンド型乗合タクシーの導入地域数

3-2-2 日常生活の支援

・高齢者見守りネットワーク協力事業所数
・高齢者福祉乗車券交付者数

3-2-3
行政のデジタル
化

・オンライン申請が可能な行政手続きの数

3-3-1
コミュニティの維
持

・自治会等活動費総合補助金活用団体数

3-3-2 地域文化の継承

・人口１人あたりの市民センターの生涯学習活動参
加回数
・学習支援活動における伝統芸能活動の実施回数
・民俗芸能の伝承を行う団体数

3-4-1 資源の循環利用

・市内の住宅の新築戸数に対する長期優良住宅の
認定率
・リサイクル率（一般廃棄物）
・燃料用木材生産量

3-4-2
脱炭素社会を目
指した取組

・ＣＯ２排出量
・太陽光発電システム（10kw未満）導入件数

－

－3-2

健康長寿の
推進

3-3
地域コミュニ
ティの維持

暮らしの維
持・向上

－

生涯にわたり
健康で、環境と
共生しながら、
安心して住み
続けられる持
続可能なまちを
目指します。

・65歳以上の人
口に占める要
介護認定者の
割合

・バス、電車、
自家用車を
使って１人で
外出している
高齢者の割合
・自分で食品・
日用品の買物
をしている高
齢者の割合

市民１人当たり
の市民センター
利用者数

１人１日当たり
の排出量　（一
般廃棄物）

－3-4
資源・エネル
ギー循環の
推進

3-1

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№２】



第２期総合戦略における数値目標の副指標（案）

①数値目標
②施
策№

③施策展開の方向 ④数値目標の副指標 単位 現状値 R3 R4 R5 R6 R7

1-1 地域経済の強化 納税者1人当たりの所得 千円 2,590
（R1）

2,600 2,634 2,668 2,703 2,734

1-2 働く場の創出 有効求人倍率
（※ハローワーク一関管内）

倍 1.20
（R1）

1.23 1.24 1.25 1.25 1.26

1-3 まちの賑わい創出 －

1-4 新しい人の流れの創出 移住定住環境整備事業等を
活用して移住した移住者数

人/年 149
（R1）

165 165 165 165 165

2-1 結婚の希望の実現 婚姻率 件/人
口千対

3.2
（H30）

3.2 3.2 3.2 3.2 3.2

2-2 出産の希望を実現 －

2-3 子育ての希望を実現 出生数に占める第２子以降の
割合

％ 61.8
（H30）

62.9 63.7 64.5 65.3 66.1

2-4 仕事と生活の調和 家事、育児等の役割を夫婦や
家庭で協力している割合

％ 40.4
（R1）

45.0 50.0 55.0 60.0 65.0

・65歳以上人口に占める要
介護認定者の割合or要支
援・要介護認定者の割合

3-1 健康長寿の推進 －

・バス、電車、自家用車を
使って１人で外出している
高齢者の割合
・自分で食品・日用品の買
物をしている高齢者の割合

3-2 暮らしの維持・向上 －

・市民1人当たりの市民セン
ター利用回数

3-3 地域コミュニティの維持 －

・市民1人1日当たりの一般
廃棄物排出量

3-4 資源・エネルギー循環
の推進

－

・転出超過数
・10～30代の転出者数
・10～30代の転入者数

・出生数
・合計特殊出生率

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№３】



第２期総合戦略における重要業績評価指標（KPI）の（案）一覧

施策
分野
№

施策分野 重要業績評価指標（KPI） 単位
現状値
（R1）

R3
年度

目標値

R4
年度

目標値

R5
年度

目標値

R6
年度

目標値

R7
年度

目標値

1-1-1 農林業の振興
地産地消モデル店認定数
（累計）

店 1 5 7 9 11 13

1-1-1 農林業の振興
農商工連携開発事業費補
助金の活用件数（累計）

件/年 85 93 97 101 105 109

1-1-1 農林業の振興 市産材利用量  /年 - 40 40 40 40 40

1-1-2 商工業の振興
新製品・新技術開発件数
（累計）

件 1 6 9 12 15 18

1-1-2 商工業の振興
市制度融資の新規利用者
数

人/年 138 141 144 146 149 151

1-1-3 観光の振興 観光入込客数
万人回
/年

221 221 221 221 221 221

1-1-3 観光の振興 外国人観光入込客数
人回/
年

42,785 42,785 42,785 42,785 42,785 42,785

1-1-3 観光の振興 宿泊者数
万人回
/年

7 7 7 7 7 7

1-2-1 商工業の振興
事務系・ＩＣＴ系の企業誘致
数（累計）

社 1 3 4 5 6 7

1-2-2
起業・創業の
支援

起業応援講座受講者から
の起業者数

人/年 3 3 3 3 3 3

1-2-3
産業人材の確
保

新規高卒者の管内就職率 ％ 46.7 48.0 50.0 52.0 54.0 55.0

1-2-3
産業人材の確
保

新規就農者数(親元、雇用
就農含む）

人/年 13 24 24 24 24 24

1-2-3
産業人材の確
保

新規林業就業者数 人/年 13 10 10 10 10 10

1-3-1
1-3-2

中心市街地の
振興
地域のまちな
か振興

空き店舗入居数 人/年 6 6 6 6 6 6

1-3-1
1-3-2

中心市街地の
振興
地域のまちな
か振興

商店街で実施するイベント
来場者数

人/年 77,368 77,400 77,400 77,400 77,400 77,400

1-4-1
関係人口の創
出

いちのせきファンクラブの会
員数（累計）

人 104 130 160 190 220 250

1-4-2
交流人口の増
加

合宿促進補助金を活用した
団体数

団体/
年

12 12 15 15 15 15

1/4

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№４】



第２期総合戦略における重要業績評価指標（KPI）の（案）一覧

施策
分野
№

施策分野 重要業績評価指標（KPI） 単位
現状値
（R1）

R3
年度

目標値

R4
年度

目標値

R5
年度

目標値

R6
年度

目標値

R7
年度

目標値

1-4-2
交流人口の増
加

ニューツーリズム等による
交流人口

人/年 773 800 830 860 890 920

1-4-3
移住・定住の
促進

移住体験ツアー参加者数及
びお試し移住利用者数

人/年 7 10 10 10 10 10

1-4-3
移住・定住の
促進

若者等ふるさと就職支援事
業補助金の対象者のうちＵＩ
Ｊターン者（累計）

人 2 6 9 12 16 20

2-1-1 結婚の支援 結婚祝金交付件数 件/年 3 5 5 5 5 5

2-2-1
出産相談・支
援体制の充実

両親学級参加者満足度 ％ 91 92 92 92 93 93

2-2-1
出産相談・支
援体制の充実

産後ケア事業利用者数 人/年 17 20 20 20 20 20

2-2-2
経済的負担の
軽減

不妊治療費助成件数 件/年 83 85 85 90 90 90

2-3-1
子育て相談体
制の充実

電子母子健康手帳登録者
数（累計）

人 830 1,230 1,430 1,630 1,830 2,030

2-3-1
子育て相談体
制の充実

子育て相談件数 件/年 885 895 900 910 920 930

2-3-1
子育て相談体
制の充実

育児支援教室参加者満足
度

％ 93 93 93 93 94 94

2-3-2
経済的負担の
軽減

保育料免除となる第3子以
降の数

人/年 212 213 217 219 223 228

2-3-3
子育て環境の
充実

ファミリー・サポート・セン
ター会員登録者数（累計）

人 647 690 730 770 815 865

2-3-3
子育て環境の
充実

放課後児童クラブ登録者数 人 1,160 1,304 1,391 1,440 1,401 1,389

2-3-4
教育環境の充
実

【小学校】
教員の児童のICT活用を指
導する能力の「できる」及び
「ややできる」の割合

％ 67.0 68.0 69.0 70.0 71.0 72.0

2-3-4
教育環境の充
実

【中学校】
教員の生徒のICT活用を指
導する能力の「できる」及び
「ややできる」の割合

％ 61.4 63.0 64.0 65.0 66.0 67.0

2/4



第２期総合戦略における重要業績評価指標（KPI）の（案）一覧

施策
分野
№

施策分野 重要業績評価指標（KPI） 単位
現状値
（R1）

R3
年度

目標値

R4
年度

目標値

R5
年度

目標値

R6
年度

目標値

R7
年度

目標値

2-3-4
教育環境の充
実

【小学校】
「地域や社会をよくするため
に何をすべきか考えること
がありますか」に対する児
童の「当てはまる」「どちらか
というと、当てはまる」の回
答の割合

％ 60.3 61.0 62.0 63.0 64.0 65.0

2-3-4
教育環境の充
実

【中学校】
「地域や社会をよくするため
に何をすべきか考えること
がありますか」に対する生
徒の「当てはまる」「どちらか
というと、当てはまる」の回
答の割合

％ 49.2 52.0 54.0 56.0 58.0 60.0

2-3-4
教育環境の充
実

【中学校】
「英語の授業で学習したこと
は、将来、社会に出たときに
役立つと思いますか」に対
する生徒の「当てはまる」
「どちらかというと、当てはま
る」の回答の割合

％ 84.3 85.0 85.5 86.0 86.5 87.0

2-4-1
家庭における
理解の促進

男女共同参画講演会及び
出前講座1回当たりの平均
参加人数

人/回 70 75 75 75 75 75

2-4-2
企業における
理解の促進

次世代育成支援対策推進
法に基づく「くるみん」の市
内の認定企業数（累計）

企業 2 3 4 5 6 7

3-1-1
健康づくりの推
進

特定健診受診率 ％ 44.3 53.5 56.7 60.0 60.0 60.0

3-1-1
健康づくりの推
進

特定保健指導実施率 ％ 15.1 43.2 51.6 60.0 60.0 60.0

3-1-1
健康づくりの推
進

介護予防活動団体数 団体 59 79 89 99 109 119

3-1-2
いきがいづくり
の推進

シルバー人材センター会員
数（累計）

人 486 490 495 500 505 510

3-2-1
暮らしの維持・
向上

拠点間を結ぶ路線バスの路
線数

路線 6 6 6 6 6 6

3-2-1
暮らしの維持・
向上

デマンド型乗合タクシーの
導入地域数（累計）

地域 4 6 7 8 8 8

3-2-2
日常生活の支
援

高齢者見守りネットワーク
協力事業所数（累計）

事業所 51 57 60 63 66 69

3/4



第２期総合戦略における重要業績評価指標（KPI）の（案）一覧

施策
分野
№

施策分野 重要業績評価指標（KPI） 単位
現状値
（R1）

R3
年度

目標値

R4
年度

目標値

R5
年度

目標値

R6
年度

目標値

R7
年度

目標値

3-2-2
日常生活の支
援

高齢者福祉乗車券交付者
数

人/年 3,684 3,720 3,760 3,800 3,830 3,870

3-2-3
行政のデジタ
ル化

オンライン申請が可能な行
政手続きの数（累計）

件 19 21 23 25 27 30

3-3-1
コミュニティの
維持

自治会等活動費総合補助
金活用団体数（累計）

団体 440 441 442 443 444 445

3-3-2
地域文化の継
承

１人当たりの市民センター
の生涯学習活動参加回数

回/年 2.2 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0

3-3-2
地域文化の継
承

学習支援活動における伝統
芸能活動の実施回数

回/年 5 12 12 12 12 12

3-3-2
地域文化の継
承

民俗芸能の伝承を行う団体
数

団体 57 57 57 57 57 57

3-4-1
資源・エネル
ギー循環の推
進

市内の住宅の新築戸数に
対する長期優良住宅の認
定率

％ 20.1 20.7 21 21.3 21.6 21.9

3-4-1
資源・エネル
ギー循環の推
進

一般廃棄物のリサイクル率 ％ 16.0 16.7 16.8 16.9 17.0 17.1

3-4-1
資源・エネル
ギー循環の推
進

燃料用木材生産量
絶乾重
量（BD
ｔ）/年

30 49 73 98 98 98

3-4-2
脱炭素社会を
目指した取組

ＣＯ２排出量
 tCO2/
年

944,000
（Ｈ29）

896,260 884,325 872,390 860,455 848,520

3-4-2
脱炭素社会を
目指した取組

太陽光発電システム（10kW
未満）導入件数（累計）

件 2,864 3,788 4,023 4,258 4,493 4,728

4/4



第２期総合戦略の構成

１　一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要

　総合戦略の策定趣旨 １　総合戦略の策定趣旨

①　趣旨 ２ 総合戦略の位置付け

②　総合戦略の位置付け ・国・県の総合戦略との関係

　総合戦略の対象期間 ・総合計画との関係

総合戦略の基本的考え方 ・人口ビジョンとの関係

総合計画との関係 ３　総合戦略の計画期間

２　人口動向等の概要 第Ⅱ章　人口動向等の概要

　人口動向 １　人口動向

　市民の意向 ２　市民の意向

　将来推計 ３　将来推計

　人口減少の影響 ４　人口減少の影響

３　総合戦略の基本目標 第Ⅲ章　総合戦略の基本目標と展開方向

　総合戦略の基本的視点 １ 人口の将来展望

　基本目標 ２　基本目標と施策展開の基本的方向

３ 施策を進める上で重視する視点

４　施策の体系（施策体系図）

４　施策展開の内容 第Ⅳ章　施策の内容

施策展開の基本的方向 １ 人が集う暮らしたいまち

施策展開の方向性 ２ 次代を担う子どもを育むまち

３ 安心して住み続けられるまち

・　施策体系図

５　総合戦略の実現に向けて 第Ⅴ章　総合戦略の推進体制

　進行管理と検証の体制 １　進行管理と検証

　ＰＤＣＡサイクルの確立 ２　ＰＤＣＡサイクルの確立

※章立てを「１  、 、 」から「第Ⅰ章 １、２、３」に変更する。第Ⅳ章において、基本目標は１、展開方向を(1)、施策分野を①とするため。

○章のタイトルを記載内容に合わせて、
「総合戦略の実現に向けて」から「総合
戦略の推進体制」に変更した。

【第１期】 【第２期】（案）

第Ⅰ章 一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 ○現行戦略で項目それぞれに分かれて
記載していた「国・県の総合戦略の関
係」、「総合計画との関係」、「人口ビジョ
ンとの関係」を「１(2)総合戦略の位置付
け」の下にまとめることとする。
○総合戦略の「対象」期間を岩手県の戦
略に合わせて「計画」期間に修正する。

○３章は、人口の将来展望を受けて、総
合戦略の基本目標、施策展開の方向な
ど戦略の全体的な体系に関する内容と
し、４章には施策の具体的な内容を記載
することとした。
　⇒現行戦略では３(2)基本目標、４(1)施
策展開の基本的方向において、内容の
重複が見られるため。
○施策体系図は、３章に記し、戦略の体
系を先に示してから、具体的な施策内容
に入ることとした。

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№５】
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第Ⅰ章 一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

１ 策定趣旨 

我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとと

もに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将

来にわたって活力ある日本社会を維持していくことを目的に、平成26年11月にまち・ひと・し

ごと創生法（以下、「法」という。）が制定されました。 

これを受けて、本市では、「一関市人口ビジョン」及び「一関市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を平成27年10月に策定し、少子高齢化及び人口減少に対応した施策の推進を図ってきた

ところです。 

令和２年10月には、「一関市人口ビジョン」策定以降の人口の状況変化を踏まえ、「一関市人

口ビジョン」の改訂を行いましたが、今後においても、高齢化率の上昇や生産年齢人口と出生

数の減少に伴う総人口の減少が進行することが見込まれています。 

人口減少社会の中にあって、地域の活力を維持していくためには、市民一人ひとりが夢や希

望を持ち、豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成（まち）、地域社会を担う個

性豊かで多様な人材の確保（ひと）、及び地域における魅力ある多様な就業機会の創出（しご

と）を一体的に推進することが重要です。 

人口減少、少子高齢化等の社会構造の変化を見据え、行政サービスのあり方を時代に合った

ものへと見直すとともに、本市の特徴を生かした活力あるまちを創造することを目的として策

定した第１期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略に引き続き、策定後の社会経済情勢の変

化を踏まえながら、切れ目ない取組を進めるため、第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合

戦略を策定しました。 

本戦略は、人口減少の抑制と人口減少下においても持続可能な社会を構築するための主な取

組方向や具体的な施策を示すものです。 

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№６】
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２ 一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置付け 

 国及び県の第２期総合戦略との関係 

市町村においては、まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条に基づき、

国及び県の総合戦略を勘案して、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を定めるよう努め

なければならないとされています。 

令和元年12月に、国では、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び

令和２年度を初年度とする５か年の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定

されました。 

また、岩手県では、令和２年３月に「岩手県人口ビジョン」及び令和２年度を初年度とす

る５か年の「第２期岩手県ふるさと振興総合戦略」を策定しました。 

第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、国、県の改訂人口ビジョン及び第２期

総合戦略を勘案するとともに、本市の実情に応じて策定したものです。 

 総合計画との関係 

一関市総合計画は、市が策定する各種計画の中で最上位に位置付けられ、全ての施策分野

にわたる総合性をもった計画であり、まちづくりの将来像と基本的な考え方及びこれを達成

するための目標や施策の大綱を明らかにするものです。 

一方、総合戦略は、人口減少の抑制や人口減少下における持続可能な社会の構築について

の目標や施策を示す課題別計画として位置付けられるものです。 

令和２年12月に策定された総合計画後期基本計画では、「まち・ひと・しごとの創生」を重

点的かつ戦略的に施策を展開する重点プロジェクトの１つとして位置付けており、各分野の

枠組みに捉われず、分野横断的に取組を進めることとしています。 

 一関市人口ビジョンとの関係 

「一関市人口ビジョン」は、人口に関する市民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方

向と人口の将来展望を示すものとして、平成27年10月に策定したものです。 

第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略を企画立案する上での重要な基礎資料とす

るため、人口ビジョン策定以降の本市における人口の状況変化を踏まえるとともに、国の「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「岩手県人口ビジョン」の改訂内容を勘案し、令

和２年10月に改訂を行いました。 

第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、改訂した一関市人口ビジョンにおける

現状分析と将来人口推計、将来の人口展望を基に、展開する施策を検討したものです。 
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第Ⅱ章 人口動向等の概要 

１ 人口動向 

 人口推移 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

・年齢３区分別にみると、生産年齢人口及び年少人口が減少する一方で、老年人口は増加傾

向にあります。 

・生産活動や社会保障の支え手となっている生産年齢人口は、平成27年から令和元年までの

間に、5,599人が減少しています。 

120,135 119,721 117,978 116,138 114,136 
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令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№７】
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 人口構造 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・令和元年時点で最も人口の多い年齢層は、65歳から69歳にかけてであり、今後、75歳以上

の後期高齢者数の増加が見込まれます。 

・生産年齢人口では、20代が最も少ない年代となっています。20歳未満では、年齢が低いほ

ど、人口が少ない構造となっています。

1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500

0歳

2歳

4歳

6歳

8歳

10歳

12歳

14歳

16歳

18歳

20歳

22歳

24歳

26歳

28歳

30歳

32歳

34歳

36歳

38歳

40歳

42歳

44歳

46歳

48歳

50歳

52歳

54歳

56歳

58歳

60歳

62歳

64歳

66歳

68歳

70歳

72歳

74歳

76歳

78歳

80歳

82歳

84歳

86歳

88歳

90歳

92歳

94歳

96歳

98歳

100歳

102歳

104歳

106歳

108歳

110歳

人口ピラミッド （R1）

男性 女性



3 

 人口動態（自然動態、社会動態） 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

・死亡数が出生数を上回る自然減と、転出数が転入数を上回る社会減が続いています。 

・近年の人口減少は、社会減に比べ、自然減の影響が大きくなっています。 

① 自然動態 

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」 

・出生数が減少しており、平成30年の出生数は、10年前より約250人少ない629人となってい

ます。 
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資料：岩手県「人口動態統計データ」 

・合計特殊出生率は、かつては全国や岩手県と比較して高い水準を保っていましたが、近年

では同水準となっています。 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」 

・15歳～49歳の女性人口は減少傾向にあり、特に25歳～29歳、30歳～34歳で著しく減少して

います。 
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3,561 

3,531 

3,482 
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3,315 
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3,349 

22,205 

21,752 

21,219 

20,655 

20,119 

21,041 

20,518 
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19,573 

19,223 

19,013 

18,525 

18,097 

17,618 
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15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳
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資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」

・出産時の母の年齢の割合は、30～34歳が最も多くなっています。推移をみると20～29歳で

出産する割合が減少傾向にある一方で、35～44歳で出産する割合が高くなっています。 

② 社会動態 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

・平成23年を除いて、転出数が転入数を上回る転出超過が続いています。 

1.6%

1.1%

1.8%

2.2%

1.4%

1.3%

1.6%

2.1%

1.5%

1.7%

1.7%

0.8%

18.5%

18.4%

17.0%

15.8%

16.0%

14.5%

13.8%

13.0%

12.1%

12.7%

10.5%

13.4%

35.2%

33.1%

34.0%

34.3%

32.4%

33.4%

31.2%

31.4%

32.2%

29.3%

30.8%

24.5%

31.0%

32.0%

31.7%

31.4%

31.0%

32.2%

29.9%

32.5%

32.0%

31.9%

33.8%

34.3%

11.3%

13.6%

12.8%

14.1%

16.5%

16.0%

19.8%

17.5%

19.0%

20.9%

18.6%

20.2%

2.2%

1.7%

2.4%

2.2%

2.6%

2.5%

3.5%

3.0%

3.2%

3.4%

4.4%

6.7%
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出産時の母の年齢（５歳階級）の割合の推移
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-288 

-782 

-906 

-732 

-558 
-521 

57 

-302 

-525 
-448 -446 

-325 
-431 -377 

3,716 
3,873 3,804 

3,646 
3,394 

2,946 

3,404 
3,135 

3,230 
3,106 3,152 

2,993 3,056 3,029 
3,428 

3,091 
2,898 2,914 

2,836 

2,425 

3,461 

2,833 2,705 2,658 2,706 2,668 2,625 2,652 

-1,200

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

社
会
動
態

転
出
数
、

転
入
数

転出数と転入数の推移（短期）

社会動態 転出数 転入数



6 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・転出者数は進学や就職の時期にあたる10代後半から20代前半に多く、転入者数は20代前半

から30代前半に多くなっています。 

・小学生以下の転出入も見られ、子どもを伴った子育て世帯の移動があることがうかがわれ

ます。 

  転出先市町村 転入前市町村 差 

東京圏 614 432 ▲ 182 

仙台市 352 217 ▲ 135 

盛岡市 301 251 ▲ 50 

花巻市 63 55 ▲ 8 

北上市 93 66 ▲ 27 

奥州市 190 200 10 

気仙沼市 57 90 33 

登米市 44 36 ▲ 8 

栗原市 68 70 2 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

・転出超過は東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の各市町村の合計）や仙台市で大

きく、県内では盛岡市や北上市で大きくなっています。 

100 50 0 50 100
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20歳
25歳
30歳
35歳
40歳
45歳
50歳
55歳
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85歳
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100歳以上

転出者の年齢構造 （H30）

100 50 0 50 100
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35歳
40歳
45歳
50歳
55歳
60歳
65歳
70歳
75歳
80歳
85歳
90歳
95歳

100歳以上

転入者の年齢構造 （H30）
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資料：総務省「国勢調査」 

・高齢者世帯が増加しており、25年間で高齢単身世帯は約3.5倍、高齢夫婦世帯は約2.4倍に

増加しています。 

1,391 2,015 2,686 3,432 3,966 4,809 1,968 
2,856 

3,709 
4,160 4,339 

4,787 

0

5,000
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15,000
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高齢単身世帯と高齢夫婦世帯数の推移

高齢単身世帯 高齢夫婦世帯
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２ 市民の意向 

第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に当たり、20代、30代の若者や転出者・

転入者に対するアンケート調査を実施し、結婚・出産・子育てや定住に関する市民の意向を把

握しました。 

また、総合計画高基本計画の策定に当たり、市内中学生・高校生を対象にしたアンケート調

査結果を基に、学生が考える将来の定住や仕事などの意向を把握しました。 

実施アンケート概要 

○結婚・出産・子育てに関するアンケート 

内容：結婚・出産・子育てに関する意識や実態などを把握するもの 

対象：一関市民 1,492 人 

20 歳から 39 歳まで（平成 31 年４月１日現在）の方の中から無作為に抽出 

 調査期間：令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果：419 票（回収率 28.1％） 

○転出に関するアンケート 

内容：一関市からの転出者から、転出理由や経緯などを把握するもの 

対象：転出者 453 人（平成 30 年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出） 

 調査期間：令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果：91 票（回収率 20.1％） 

○転入に関するアンケート 

内容：一関市への転入者から、転入理由や経緯などを把握するもの 

対象：転出者 466 人（平成 30 年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出） 

 調査期間：令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果：108 票（回答率 23.2％） 

○中学生・高校生アンケート 

内容：一関市への転入者から、転入理由や経緯などを把握するもの 

対象：一関市内の中学校３年生と高校２年生 913 人 

調査期間：令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果：913 票（回答率 100.0％）
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 結婚について 

・既婚者が結婚した年齢は、20代が全体の約８割を占めており、結婚時期を決めた要因とし

ては、「一緒に暮らしたかった」、「年齢が適齢期だと思った」、「子どもができた」という回

答が多くみられました。 

・現在結婚していない人のうち、約４分の３が「結婚したい」または「できれば結婚したい」

と回答しており、そのうち約６割が20代後半から30代前半での結婚を希望しています。 

・現在結婚していない人に結婚していない理由を尋ねたところ、「結婚したいと思える相手

がいないから」を約半数の人が挙げているほか、「経済力がないから」を約３割の人が、「仕

事が忙しすぎるから」を約２割の人が挙げています。 

・結婚を希望する人が結婚の条件として必要と考えているものとしては、「収入の増加」と

「安定した就業状態」という回答が多くみられました。男女別に見た場合、「相手の経済

力」、「相手の安定した就業状態」を回答する人は男性では少数であったのに対し、女性の

約半数が回答しています。 

・男女別で就労状況を見たところ、男性では、既婚者は正社員の割合が未婚者よりも大きく

なっています。一方、女性では、既婚者は未婚者に比べ、正社員の割合が小さく、パート・

アルバイトや専業主婦の割合が大きくなっています。 

結婚を希望する方が、結婚するために必要な条件と考えていること。 

60.8%

48.6%

10.8%

9.5%

24.3%

23.0%

37.8%

14.9%

17.6%

9.5%

42.4%

53.0%

9.1%

12.1%

27.3%

28.8%

37.9%

48.5%

54.5%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1. 収入の増加

2. 安定した就業状態

3. 親との同居

4. 親との別居

5. 職場の理解

6. 住居の確保

7. 仕事の余裕

8. 相手の経済力

9. 相手の安定した就業状態

10. その他

男性 n=74 女性 n=66
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 出産・子育てについて 

・子どもがいる人が初めて子どもを持った年齢は、20代が約７割となっています。一方、子

どもを持ちたい人が理想とする第１子の出産年齢は、20代後半から30代前半で約７割とな

っています。 

・理想の子どもの数は、子どもがいる人は「３人」が約半数、次いで「２人」が約４割とな

っており、子どもがいない人は「２人」が約半数、次いで「３人」が４分の１、８分の１

の人が「子どもはいらない」と回答しています。 

・子どもがいる人が、２人目以降の出産の支障になると感じていることは、「出産・育児・教

育にお金がかかる」が最も多く、次いで回答が多かったのは「出産・育児で仕事から離れ

ることによる減収」、「妊娠・出産の心理的・肉体的な負担が大きい」となっています。 

・子どもがいないと回答した人が、出産の支障になると考えていることは、「出産・育児・教

育にお金がかかる」が最も多く、次いで回答が多かったのは「共働きで育児と仕事の両立

が困難」、「出産・育児で仕事から離れることによる減収」、「妊娠・出産の心理的・肉体的

な負担が大きい」となっています。 

・第１子出産後の女性の就労状況は、出産前に比べ「正社員・正職員」の割合が減少し、「パ

ート・アルバイト」と「家事専業」が増加しています。 

・不妊治療をしている、したことがある、考えていると回答した人に困っていること、心配

していることをたずねたところ、「治療にかかる経済的な負担が大きい」、「治療を受けるた

めの精神的負担が大きい」、「不妊治療の助成などの支援制度がわからない」という回答が

多くみられました。 

子どもがいる方が２人目以降の出産で支障になると思われること（思っていたこと） 

31.5%

3.7%

14.6%

30.1%

60.3%

38.8%

12.3%

8.2%

12.3%

19.6%

8.7%

18.7%

12.8%

24.7%

18.3%

2.7%

8.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1. 妊娠・出産の心理的・肉体的な負担が大きい

2. 健康上の理由で妊娠・出産が困難

3. 年齢が高い

4. 共働きで育児と仕事の両立が困難

5. 出産・育児・教育にお金がかかる

6. 出産・育児で仕事から離れることによる減収

7. 育児や家事に配偶者の協力が得られない

8. 育児に配偶者以外の家族の協力が得られない

9. 育児休暇が取れない

10. 働く時間に融通がきく仕事が少ない

11. 出産・育児に対する職場の理解がない

12. 保育サービス等の支援体制が不十分

13. 住居が狭い・間取りが不十分

14. 子どもの遊び場が近所にない

15. 自分や夫婦の時間が取れなくなる

16. 配偶者が子どもを望まない

17. その他
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現在、子どものいない方が出産や子育てで支障になると思うこと 

35.9%

8.9%

23.4%

40.1%

67.7%

37.5%

6.3%

8.3%

15.6%

28.6%

11.5%

24.5%

8.3%

12.0%

26.6%

2.1%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1. 妊娠・出産の心理的・肉体的な負担が大きい

2. 健康上の理由で妊娠・出産が困難

3. 年齢が高い

4. 共働きで育児と仕事の両立が困難

5. 出産・育児・教育にお金がかかる

6. 出産・育児で仕事から離れることによる減収

7. 育児や家事に配偶者の協力が得られない

8. 育児に配偶者以外の家族の協力が得られない

9. 育児休暇が取れない

10. 働く時間に融通がきく仕事が少ない

11. 出産・育児に対する職場の理解がない

12. 保育サービス等の支援体制が不十分

13. 住居が狭い・間取りが不十分

14. 子どもの遊び場が近所にない

15. 自分や夫婦の時間が取れなくなる

16. 配偶者が子どもを望まない

17. その他

59.8%

12.8%

13.2%

0.9%

5.9%

5.9%

0.9%

0.5%

0.0% 50.0% 100.0%

1. 正社員・正職員

2. 派遣・嘱託・契約社員

3. パート・アルバイト

4. 自営業主、家族従事者

5. 家事専業

6. 無職

7. その他

無回答

n=219

37.9%

6.4%

23.7%

1.4%

21.0%

7.3%

1.8%

0.5%

0.0% 50.0% 100.0%

1. 正社員・正職員

2. 派遣・嘱託・契約社員

3. パート・アルバイト

4. 自営業主、家族従事者

5. 家事専業

6. 無職

7. その他

無回答

n=219

第１子出産前の母親の就業状況 第１子出産後の母親の就業状況 
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 転出者の意向について 

・転出理由を男女別でみた場合、男性は「自分の仕事の都合」が約７割を占めています。女

性では「結婚のため」が約３割を占め、「配偶者の仕事の都合」と「自分の仕事の都合」が

それぞれ４分の１を占めています。 

・一関市の生活環境について、現在居住している市区町村と比較した満足度を尋ねたところ、

「自然環境」の評価が最も高く、「治安・防犯」が続いています。また、「働く場の多さ」、

「娯楽・余暇での楽しみ」の評価が最も低くなっています。 

 転入者の意向について 

・転入理由を男女別でみた場合、男性においては「自分の仕事の都合」が半数近くを占めて

います。また、女性では「自分の仕事の都合」、「結婚のため」の順に多く、それぞれ３割

程度の割合となっています。 

・転出者と転入者の移動理由を比較すると、転入者では「家族と同居、近居のため」が約１％

であるのに対し、転出者では、約１割が転出の理由に挙げています。 

・転入前に一関市に住んでいたことがあるかをたずねたところ、約３割が「住んでいたこと

がある」と回答しています。 

・一関市の生活環境について、以前居住していた市区町村と比較した満足度をたずねたとこ

ろ、「自然環境」の評価が最も高く、「職場までの距離」が続いています。また、「娯楽・余

暇での楽しみ」の評価が最も低く、「働く場の多さ」、「街のにぎわい」が続いています。 

転出した理由 転入した理由

73.0%

5.4%

8.1%

0.0%

5.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.1%

0.0%

24.5%

26.4%

11.3%

0.0%

32.1%

0.0%

0.0%

1.9%

0.0%

3.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

1. 自分の仕事の都合

2. 配偶者の仕事の都合

3. 自分の学校の都合（進学、…

4. 子どもの保育所・学校の都合

5. 結婚のため

6. 離婚のため

7. 住宅の新築・購入

8. 家族と同居、近居のため

9. 親などの介護のため

10. その他

無回答

男性 n=37 女性 n=53

53.7%

2.4%

0.0%

2.4%

9.8%

2.4%

4.9%

9.8%

2.4%

9.8%

2.4%

29.9%

16.4%

1.5%

3.0%

26.9%

6.0%

1.5%

10.4%

0.0%

4.5%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

男性 n=41 女性 n=67
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 市内中学生及び高校生の意向について 

・市内の高校生が希望する就職時期は、男女とも大学卒業後に就職が最も多く、次いで男性

では「高校卒業後に就職、女性では「専門学校卒業後に就職を希望する人が多くなってい

ます。 

・市内中高生が就職を希望する地域は、中高生男女とも「仙台方面」、「東京方面」を希望す

る生徒がそれぞれ２～３割となっているのに比べ、市内就職希望は２割以下となっていま

す。 

38.2%

13.6%

0.9%

40.0%

5.0%

2.3%

0.0%

17.8%

25.1%

6.9%

45.8%

2.9%

1.5%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1. 高校卒業後に就職

2. 専門学校卒業後に就職

3. 短期大学卒業後に就職

4. 大学卒業後に就職

5. 大学院修了後に就職

6. その他

無回答

男性 男性

20.7%

19.5%

15.5%

8.4%

20.2%

17.0%

15.5%

19.3%

2.0%

1.0%

4.1%

1.8%

2.0%

3.0%

1.8%

3.3%

20.7%

27.5%

25.0%

28.0%

23.6%

24.5%

28.2%

25.1%

10.3%

7.0%

9.5%

13.1%

0.5%

0.5%

0.5%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（男性）

n=203

中学生（女性）

n=200

高校生（男性）

n=220

高校生（女性）

n=275

1. 一関市 2. 岩手県内の近隣市町 3. 宮城県内の近隣市町 4. 盛岡方面

5. 仙台方面 6. 東京方面 7. その他 無回答
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・一関市以外に住みたいと思っている高校生の理由は、就職希望地域別に見た場合、男性、

女性とも「一関市よりも買い物や娯楽が楽しめるから」、「一関市周辺に希望する仕事や職

種がないから」、「一関市以外のほうが給料や休暇などの待遇面が良いと思うから」が多く

なっています。 

（高校生男性）          （高校生女性） 

※複数回答のため、合計は 100%にならない

5.0%

20.0%

15.0%

25.0%

20.0%

0.0%

30.0%

10.0%

20.0%

5.0%

17.8%

31.1%

24.4%

57.8%

35.6%

8.9%

24.4%

6.7%

8.9%

0.0%

28.0%

24.0%

18.0%

50.0%

18.0%

12.0%

22.0%

6.0%

12.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

1. 一関市周辺に希望する仕事や職種

がないから

2. 一関市以外のほうが給料や休暇

などの待遇面が良いと思うから

3. 一関市以外のほうが自分の能力

を生かし、成長できる機会があるから

4. 一関市より買い物や娯楽を楽しめる

から

5. 日常生活を送るのに便利だから

6. 流行や最新の情報に触れていたいか

ら

7. 親元を離れて一人暮らしをしたいから

8. 家族が離れて暮らすことに反対して

いないから

9. 特に理由はない

10. その他

岩手県内の近隣市町＋宮城県内の近隣市町

n=20

仙台方面

n=45

東京方面

n=50

4.5%

4.5%

18.2%

27.3%

31.8%

9.1%

18.2%

0.0%

18.2%

13.6%

28.3%

23.3%

21.7%

48.3%

31.7%

6.7%

35.0%

10.0%

6.7%

3.3%

35.5%

32.3%

25.8%

32.3%

22.6%

17.7%

25.8%

8.1%

9.7%

6.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

岩手県内の近隣市町＋宮城県内

の近隣市町

n=22
仙台方面

n=60

東京方面

n=62
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３ 人口の将来推計 

市の独自推計では、今後、人口動向が現在のまま推移すると、令和27年（2045年）に74,432

人となることが見込まれています。 

年少人口と生産年齢人口は年々減少し続けます。一方、老年人口は、令和３年（2021）年に

ピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

この結果、総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和27年（2045年）には43.9％とな

ります。 

■総人口、年齢３区分別人口の推移（一関市独自推計、岩手県人口移動報告年報を使用） 

120,135 
112,500 
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82,044 

74,432 

13,850 11,652 9,575 8,211 7,434 6,852 6,088 

66,030 
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54,126 
49,538 

45,325 
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35,757 
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総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

11.5 10.4 9.1 8.5 8.3 8.4 8.1 
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33.5 37.0 39.2 40.5 41.1 42.5 43.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015

H27

2020
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R17
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年齢３区分別人口の割合

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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４ 人口減少の影響 

今後、進行していく人口減少や人口構造の変化が、様々な分野において、以下のような影響

を与えるものと考えられます。 

 地域経済への影響 

・今後も生産活動の中心となる生産年齢人口は減少し、総人口に占める生産年齢人口の割合

も低下します。令和22年（2040年）には、一関以外の地域で５割以下に低下することが見

込まれます。 

・生産年齢人口の減少により、各産業における労働力不足や後継者不足などのほか、ものづ

くり産業等にあっては、技術、技能の継承に支障をきたすことが懸念されます。 

・産業における付加価値額を今後も維持するためには、労働人口が少なくなる中、労働者１

人当たりの生産性を高めることが求められます。 

・人口減少は消費者の減少につながり、商業施設や商店などを日常的に利用する商圏人口は

縮小していくことが見込まれます。特にも、高齢者に比べて消費支出額が多い生産年齢人

口の減少は、当市の経済に大きな影響を与えます。 

・全国的にも人口減少の進行が予測されていることから、市外の消費者や企業にモノやサー

ビスを供給する産業においても、国内需要の減少を見越した対応の必要性が高まっていま

す。 

・従来の分野や商圏に捉われずに新たな市場を開拓することや、「量」の拡大から「質」を高

めるため、付加価値の高いものづくりやサービスを提供することにビジネスモデルを転換

していくことが求められます。 

 地域医療、福祉、介護への影響 

・本市では、老年人口は減少する一方で、後期高齢者人口は今後も増加していくことが見込

まれることから、医療、福祉、介護における需要の増加が予測されます。 

・全国的にみても、令和7年（2025年）頃には、「団塊の世代」全てが後期高齢者となること

が見込まれており、医療、福祉、介護サービスを維持するための人材確保が課題となると

考えられます。 

・社会保障の支え手となる生産年齢人口は減少し、経済規模の縮小に伴う税収等の減少が予

想される中、社会保障費の増加が大きな課題となってきます。 

 教育、地域文化への影響 

・今後も大幅な児童、生徒数の減少が見込まれ、学級数の減少や複式学級の増加が懸念され

ます。これにより、従来の学校行事やクラブ活動の縮小等が懸念されるなど、児童や生徒

の教育環境の変化が現れる可能性があります。また、統廃合が進むことにより、廃校の利

活用も課題になります。 

・地域の伝統芸能や伝統行事などの担い手の減少により、地域文化の継承に支障をきたすお

それがあります。  
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・自治会等の構成員や役員の高齢化により、自治会活動が活発に行われなくなるなど、地域

の活力が低下することが懸念され、地域独自で営んできた地域コミュニティ活動が従来の

方法での運営が難しくなることが懸念されます。 

 生活利便性やまちづくりへの影響 

・当市では、広い市域に商業施設や医療機関が偏在しており、買い物や通院など日常生活を

送る上で移動手段を確保することは、必要不可欠なものとなっています。 

・通勤通学に公共交通機関を利用する人の減少や交通事業者の経営悪化等により、公共交通

機関の運行を維持することが困難になっています。 

・高齢化に伴う自動車運転免許証の返納が進み、車を運転できない高齢者が増えることが見

込まれます。 

・商圏人口の減少に伴い、人口密度の低い地域において、商店や商業施設が存続していくこ

とが困難になることが予想されます。 

・日常生活を送ることに不便を感じる人が増えることが予想され、移動手段の確保や医療、

福祉、商業などの生活機能の確保する対策の必要性が高まってきています。 

・核家族化や高齢世帯が増加することは、空き家、空き店舗、空き地などの遊休不動産が増

えることにつながり、その管理や活用方法が課題となります。 

 行財政への影響 

・生産年齢人口の減少に伴う個人市民税の減少、企業活動の縮小に伴う法人市民税の減少、

不動産価値低下に伴う固定資産税の減少が予想されます。 

・人口の減少による基準財政需要額の減少に伴い、地方交付税の減少も懸念されます。 

・高齢者数の増加に伴う社会保障関係経費等の増加が見込まれ、市財政が硬直化するおそれ

があります。 
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第Ⅲ章 総合戦略の基本目標と展開方向 

１ 人口の将来展望 

本市では、経済、雇用、労働環境など様々な要因によって、若者の転出や出生数の減少、高

齢化率の上昇が進み、人口構造の変化と人口減少を引き起こしています。 

令和２年10月に改訂した一関市人口ビジョンでは、将来にわたって持続可能な地域とするた

めに、以下の３つの方向に沿った施策を展開することしました。 

この取組によって出生数の増加や社会減の解消を図り、令和22年（2040年）に８万９千人程

度の人口を確保することを展望しました。 

【本市が目指すべき将来の方向】 

① 地域の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまちを目

指します。 

② 結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育てに

関わり、次代を担う子どもを育むまちを目指します。 

③ 生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能なま

ちを目指します。 
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将来展望シミュレーションによる総人口、年齢３区分別人口

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№８】
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２ 基本目標と施策展開の基本的方向 

第２期一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、以下の３つの基本目標を掲げ、施策を

展開していきます。 

【基本目標１】 

地域の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまちを目指し

ます。 

＜数値目標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

転出超過者数 644人(R1） 322人

10～30代の転出者数 2,053人(R1） 1,900人

10～30代の転入者数 1,407人(R1） 1,600人

 地域経済の強化 

地域の資源や特色を活かした付加価値の高い商品やサービスを生み出し、地域内の産業

の稼ぐ力を高め、所得の向上を図ります。 

また、地産地消を推進するとともに、市外の消費者へ販売拡大を図る地産外商や観光消

費の拡大などにより市外から獲得する資金を増やし、地域での経済循環を強化します。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

納税者１人当たりの所得 2,590千円（R1） 2,734千円

 働く場の創出 

若者や女性が働きたいと希望する職種の企業誘致や、時間や場所に捉われない新しい働

き方の定着を進めるとともに、起業へのチャレンジを支援し、働く場の創出を進めます。 

また、市内の各産業の担い手となる人材の確保や事業承継を支援します。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

有効求人倍率（※ハローワーク一

関管内） 

1.20倍（R1） 1.26倍

 まちの賑わいの創出 

中心市街地や地域の拠点となっているまちなかにおいて、公共空間や遊休資産を活用し、

魅力を生み出す取組の支援や人材を育成するとともに、歩いて楽しめるまちづくりを進め

ます。 

 新しい人の流れの創出 

移住定住を促進するとともに、市外に住む人々が本市と様々な形で関われるような接点

や、外からの視点でスキルを発揮する機会をつくり、新たな価値の創造や地域課題の解決

【基本目標１】 

地域の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまちを目指しま

す。 
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につなげていく関係人口の創出を進めます。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

移住定住環境整備事業等を活用し

て移住した移住者数 

149人/年（R1） 165人/年

【基本目標２】 

結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育てに関わ

り、次代を担う子どもを育むまちを目指します。 

＜数値目標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

出生数 549人（R1） 322人

合計特殊出生率 1.44（H30） 1.63

 結婚の希望を実現 

若者同士が交流し、出会いが生まれる機会を創出するとともに、結婚を希望する人を後

押しする取組を継続します。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

婚姻率 3.2件/人口千対(H30） 3.2件/人口千対

 出産の希望を実現 

出産における不安を解消し、希望がかなえられるよう、相談体制の充実や経済的負担の

軽減を図ります。 

 子育ての希望を実現 

子育てに関する情報の積極的な発信や相談体制の充実を図るとともに、出生から社会人

に至るまでの成長過程において、切れ目のない支援の充実を図ります。 

また、ＩＣＴを活用する力やキャリア教育を通じて、未来を創り、生き抜く力を育むと

ともに、地域に対する愛着や誇りを醸成する取組を進めます。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

出生数に占める第２子以降の割合 61.8％(H30） 66.1％

 仕事と生活の調和 

若者や子育て世代の親が、仕事か生活かの二者択一ではなく、どちらも両立しながら希

望を持って暮らせる、生活と調和した働き方への理解を深めるとともに、柔軟な働き方の

【基本目標２】 

結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育てに関わ

り、次代を担う子どもを育むまちを目指します。 
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実現を支援します。 

＜数値目標の補助指標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

家事、育児等の役割を夫婦や家庭

で協力している割合 

40.4％（R1） 65.0％

【基本目標Ⅲ】 

生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能なまちを

目指します。 

＜数値目標＞ 

項 目 現状値 目標値（R2） 

65歳以上人口に占める要介護認定者の割合 

⇒「健康長寿の推進」の関連目標 

16.4％（R1） 17.1％

バス、電車、自家用車を使って１人で外出している

高齢者の割合 

⇒「暮らしの維持・向上」の関連目標 

76.2％（R1） 76.0％

自分で食品・日用品の買物をしている高齢者の割合

⇒「暮らしの維持・向上」の関連目標 

82.9％（R1） 83.0％

市民1人当たりの市民センター利用回数 

⇒「地域コミュニティの維持」の関連目標 

4.23回/年（R1） 3.00回/年

市民1人1日当たりの一般廃棄物排出量 

⇒「資源・エネルギー循環の推進」の関連目標 

830 g/日（R1） 808 g/日（R1）

 健康長寿の推進 

高齢になっても、住み慣れた地域で、いきがいを持ち、心身ともに健康で暮らせるよう、

健康づくりの推進や社会参加の機会を創出します。 

 暮らしの維持・向上 

買物や通院、移動手段など日常生活が困難となっている人を支える仕組みの構築を進め

ます。 

また、情報通信基盤の整備やデジタル技術の導入によって、仕事と生活の向上や行政手

続きの効率化、行政サービスの向上を図ります。 

 地域コミュニティの維持 

地域コミュニティ組織の存続や地域文化の継承を図る取組を支援していくとともに、新

たな支え合いの仕組みを構築します。 

【基本目標Ⅲ】 

生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能なまちを目

指します。 
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 資源・エネルギー循環の推進 

新エネルギーのさらなる活用とともに、地域資源から効率的にエネルギーを創出し、有

効活用することにより、脱炭素社会を目指す取組を進め、豊かな環境を次代につなぎます。 
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３ 施策を進める上で重視する視点 

まち・ひと・しごとの創生総合戦略の施策を進める上で、どの施策分野においても以下の３

つの視点を重視していきます。 

 ＳＤＧｓの理念の具現化 

・持続可能な地域社会を構築していくためには、経済・社会・環境における地域課題へ個別

に対応するのではなく、一体的に取り組み、将来においても継続できる仕組みで同時解決

を目指していくことが重要です。

・「誰一人取り残さない」社会を目指すＳＤＧｓの理念を実践に移していくためには、市民、

市民団体、企業、金融など多様な主体が、ありたい未来を描き、未来を創っていくことに

当事者意識を持って参加することが必要です。

 協働・公民連携による共創 

・ここで暮らしたいと思える地域を創っていくためには、市民、ＮＰＯ、企業、行政が公共

的、公益的な活動を継続的な話し合いによる合意を基に協力して行っていくことが重要で

す。

・様々な地域課題を解決するとともに、多様化する市民ニーズに応えていくためには、行政

だけではなく、収益を上げながら質の高いサービスを提供する知恵やノウハウを持つ民間

と連携していくことが必要です。

・行政と民間が公共の担い手としての役割をそれぞれの強みによって分担し、持続的なまち

を共に創っていくことが重要です。

 Society5.0の推進 

・多種多量のデータをＡＩで分析して最適な情報を導き出し、人の代わりにロボットに自動

処理させるなど、デジタル技術の活用によって効率化や人手不足の解消が期待できます。

・大容量の情報を高速で送受信できる情報基盤を整備するとともにデジタル技術の導入を進

めることによって、場所や時間の制約を取り除き、効率的で快適な暮らしや働き方を実現

するなど、新しい価値を創造していくことが可能となります。

・全ての施策分野においてデジタル技術の活用を検討し、取組を進めていくことが重要です。
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４ 施策の体系 

    【基本目標】  【施策展開の方向】  【施策分野】 



第Ⅴ章 総合戦略の推進体制 

１ ＰＤＣＡサイクルの確立 

戦略の実効性を高めていくためには、今回策定した戦略に基づき、施策を着実に実施し、そ

の進捗や成果、課題等の把握、分析を通じて、次に実施する施策を見直していくことが重要で

す。 

戦略の推進に当たっては、設定した重要業績評価指標に基づく評価と改善を進め、Plan（計

画）⇒Do（実行）⇒Check（評価）⇒Action（改善）のサイクルを回しながら、進捗管理を行い

ます。 

２ 進行管理と検証 

戦略の推進に当っては、産官学金労言等の関係者からなる一関市まち・ひと・しごと創生有

識者会議において、実施した施策や事業の効果等の検証を毎年度検証します。 

また、検証結果や、人口動向、社会経済情勢の変化に応じて、戦略における取組や事業、数

値目標や重要業績評価指標について、年度末に改訂を行うこととします。 

令和３年１月20日（水）
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№９】


